
限界貯蓄率を一定とみなし、これを sで表わし、所得をX、初期の所得をx.とすれば、

I＝三S XO  

d K d K 
という関係が成立する。今、資本量をKとすれば、 I=dt となり、すす を必要資本係

数”と名づけて、これをOrで表わせば、前式から

i手。Cr= s x。
Q "(; 

という闘係が導かれる。 すなわち、加速断数は一定の守となる。

しかし、経済が成長しているばあいには、与えられた貯蓄による資本の供給は資本の需要と

一致しないので、llり式lま矛盾を含んでいる。何故ならば、成長とは所得の増加にほかならず、

従って必致。負本係数が桁諮ゃに比政して減少し、加速度が減少することを意味するからである。

これをHarrcdはAntinα;iy Theory と呼ぶ。

そとで必袋資本係数lこ－;J:'.の成長4，；を釆じたものが限界貯番卒に等しく なることが、動学的

均衡の条件となる。
d x内。

そこで、三ζを一般化して告と し、成長率Gと定義し、上記の均衡を保証する“ 保証成
dt 

tミギ”を Gw で表わせば、動学的均衡の条件は、

GwCr-= u 

となる。 従って~は雌にともなって変化する勤学的加速度である

〔資料ノー ト〕

賠 入

① 日本銀行統計j,,j

② 

＠ 

＠ 

＠ 

＠ 

｜司 上

同 仁

l白j 上

同 上

総理府統計局

付制－受入院i書資料一覧 （必 12 ) 

「本）／5経治統計」 （脳和36年放）

「本邦経済統計」 (Hel和26年版）

「;;fd'll経治統計」 (ll/:l和37年版）

「物イilli年幸f！」 （日d和39年）

「金融統計以l表」 (I似和39±ド）

「個人企業経街調査年報」 (ii信手・1]38年〉

① 世界妊治l~f究協会 ・ 外務省「凶主臣賞主，＇， ／初発会議の研究ー南北問題の新展開ー」

＠ 三菱綬iA/JJI；究所 「企業経営分析」 (f!f,l元編 柑拘］39年下Jl11、i出向401f・上；ゅ

＠ 向 上 「企業経営分析」 （統計編 合。i号〕
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⑩労働法令協会 「労働生産性の変動とその要因」

⑪ 経営業務研究所 「中小企業の賃金指数」

＠国際連合編 「世界経済年報」C1964 ) 

⑬ 中小企業庁 「中小企業白書」 （昭和3年度）

⑪通商産業大臣官房調査統計部 「商業統計表」 （昭和31年度産業編、都道府県編）

⑬ 通商産業大臣官房調査統計部 「指数の見方 ・使い方」

⑬ 通商産業大臣官房調査統計部 「工業統計表」 （昭和30年総括編〉

＠ 通商産業大臣官房調査統計部 「工業統計表」 （昭和29年総括編 ・産業編）

⑬ 向 上 「工業統計表」（昭和37年企業編 （その n)) 

，，J
 
巻下誓文家

四
戸
’御中

「
！』所

」

究

機

研
危

学
ル

科

ド

会

部

「

社

省

本

上

上

庁

上

著

学

業

定

画

男

大

産

安

企

幸

田

商

済

同

同

済

同

陪

通

経

経

贈

長

早

⑬

＠

＠

＠

＠

＠

寄

①

②

「通商白書」 （総論各論 1963)

「経済実相報告書」 （昭和22年）

「第3次経済白菩」 （経済現況の分析とftJi税 〉

「経済現況報告」 （一安定計岡下の日本経済一昭和25年）

「国民所得白書」 （昭和32年）

「国富調査報告」 （昭和35年）

③ 大阪市立大学経済研究所「アジアにおける国家資本主義の研究 I」

④ 向 上 「アジアにおける農業構造の変革過程」

＠北川隆吉他 「講座 現代社会学 I社会学方法論」． ＠刻II集ー他 「講座現代社会学 E矧論」
① 森田桐郎著 「国際経済入門」

〔所 報 〕

I (A) 第5回運営委員会 ・事務局合同会議を10月12日午後神田4階研究室で開催。 a）『月報』

増員 （16～18頁建て）の件、 b）社研補正予算案の件、 c）研究費配分の件、d）“ 年報 ”

間勉を検討。

(B）山田（盛）所長との連絡会議。依復された所長に事務局から正式報告を行い、特に、今
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春総会からの懸案であった研究費配分問題を、年報 ・叢書 ・乙ノリ ーズの刊行計画と併せて

検討し、旧「構造研」綜合研究の成果発表と総会準備などについて種々懇談を重ねた。

U(A) 第5回事務局会議を1Ofaj 26日午後2時より、神間第二会議室で闘催。 山田所長の報告結

梨を中心に、 a）年報 ・叢醤： ．ν3ーズの刊行計画を具体化すべく、年報編集は森田桐郎

氏が中心となって担当することとし、 その具体化を検討 C11月初旬に諒解のアンケートを

『月報 』執筆者に発送）、 b）旧 「構造研」の綜合研究成果の発表について再検討を促進

する、 C）秋季所員総会を12月中旬に開催するととなどを検討した。

(B）第6回事務局会議を11月5日午後2時より神田 4階研究室で開催。研究費配分について

の運営委員会提出事務局案を作成した。

く編集 後記 〉

1. 京大河野健二氏の論文の 〔後記〕 にあるように、社研の第 2回月例研究会の成果を本号に

収録することが出来た。河野氏始め、研究会当日司会の労をとられた内田第1部長にも厚く

御礼申上げたい。さらに、林氏の労作、江沢氏の本誌ヱ4号の再論といった活援な成果を、所

員の皆さんにお届けする。

2. 前号以後の所員の発表業績は次の通り。

〔論著〕

長 幸男『 ドノレ危機J〔『現代の経済J第3巻、河出書房 10月刊〕

福島 新吾 「現状維ー持と絞戦争の間」 〔『世界』11月号〕

P.パラン、P.スクイージ 玉垣良典訳「二つの世界の経済学」（ 『経済セミ ナー』11月号）

〔学会報告〕

山田盛太郎 「共通論題『農業の再生産構造基盤における危機の要因 ー 問題提示J」 （土

地制度史学会 1965年度秋季学術大会、於慶応大学、10月31日）

小林 良正 「経済史研殉娘JC『東京大学樹階会・経肘学土賠騨』、於東京式学、 11月13臼）

加藤幸三郎「秋田県仙北地帯における地主制の動向」（地方史研究協議会 196時度大会、

於青森県立図書館、10月 5日）

佐々木亨 「技術教育における災害と安全管理」 （日本産業教育学会大会、於甲南大学、

10月14日）
（事務局ー加藤 （幸）、 加藤 〈佑） 記）

東京都千代田区神田神保町5の8

専修大学社会科学緋究所 電話 （265)6 2 1 1〔内線53〕

（発行者） 山 田 盛太郎
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